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第４章 競争環境の整備 

第１ 「イノベーションの促進に向けた競争政策の積極的展開」の公表 

我が国経済は、デジタル化・気候変動問題への対応等の複合的な変化の波による大きな

転換点にあるとともに、人口減少・原材料費の高騰等の様々な課題に直面している。こう

した状況にあっても、我が国が持続的な経済成長を実現し、国際経済における競争力を発

揮していくためには、生産性の向上が重要であり、イノベーションの創出が鍵となる。こ

のような認識の下、公正取引委員会は、令和８年１月28日に、当委員会における競争政策

の運営方針を明らかにした「イノベーションの促進に向けた競争政策の積極的展開～変化

の時代における公正取引委員会の役割～」と題するステートメントを公表した。このス

テートメントにおいて、当委員会は、次のとおり、取引適正化による「公正な取引環境の

確保」、ステークホルダー等との対話を通じた「市場環境の整備」及び違反行為に対する

「厳正な法執行」という三つの柱の下で、特にイノベーションを促進することを目指して

競争政策を積極的に展開していくこととしている。 

○ 取適法等の面的な執行、サプライチェーン全体での適切な価格転嫁の定着の推進、フ

リーランス・事業者間取引適正化等法の執行等によって、事業規模、地域にかかわらず

イノベーションの芽が育つような公正な取引環境を確保していく。

○ 複雑化、専門化した変化する経済実態をステークホルダー等との対話を通じて的確に

把握しながら、スマホソフトウェア競争促進法や企業結合審査の実効的な運用、実態調

査の実施、ガイドライン・事例集等の策定・改定や事業者等からの相談対応を行うこと

によって、事業者の予見可能性を確保するとともに、イノベーションを促進する市場環

境を整備していく。 

○ 事業者の自由な創意工夫を引き出すとともに、イノベーションの芽が不当に摘み取ら

れることのないよう、「公正な取引環境の確保」や「市場環境の整備」の取組を後押し

する法執行や物価高等の国民生活に影響が大きい問題に関連する法執行に積極的に取り

組む。 

（詳細については令和８年１月28日公表「イノベーションの促進に向けた競争政策の積

極的展開～変化の時代における公正取引委員会の役割～」を参照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20260303091800/https://www.jftc.go.jp/soshiki/profile/pr

omotion_of_innovation/index.html 

https://warp.ndl.go.jp/web/20260303091800/www.jftc.go.jp/soshiki/profile/promotion_of_innovation/index.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20260303091800/www.jftc.go.jp/soshiki/profile/promotion_of_innovation/index.html
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第２ ガイドラインの策定等 

 １  概説 

公正取引委員会は、事業者及び事業者団体による独占禁止法等に違反する行為の未然防

止とそれらの適切な活動に役立てるため、事業者及び事業者団体の活動の中でどのような

行為が実際に独占禁止法等に違反するのかを具体的に示したガイドラインを策定するなど

している。 

令和７年度においては、主に以下のガイドラインの策定等に取り組んだ。 

 ２  「実演家等と芸能事務所、放送事業者等及びレコード会社との取引の適正化に関す

る指針」の策定 

公正取引委員会は、コンテンツ産業活性化戦略（令和６年６月21日閣議決定「新しい資

本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版」において策定・明記）に基づき、

令和６年に行った音楽・放送番組の分野の取引慣行等の実態調査を踏まえ、内閣官房と連

名で、実演家への適切な収益還元やコンテンツ産業関係者の健全な活動等を促進する取引

関係等の推進の観点及び独占禁止法等に照らして具体的な考え方を示す「実演家等と芸能

事務所、放送事業者等及びレコード会社との取引の適正化に関する指針」を策定し、令和

７年９月30日に公表した。 

（詳細については令和７年９月30日報道発表資料「「実演家等と芸能事務所、放送事業

者等及びレコード会社との取引の適正化に関する指針」の公表について」を参照のこ

と。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106101625/https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrele

ase/2025/sep/250930_geinoushishin.html 

 ３  「経済安全保障に関連した事業者の取組における独占禁止法上の基本的な考え方」

及び「経済安全保障と独占禁止法に関する事例集」の公表 

 公正取引委員会は、令和７年11月20日、「経済安全保障に関連した事業者の取組におけ

る独占禁止法上の基本的な考え方」及び「経済安全保障と独占禁止法に関する事例集」を

公表した。公表後、様々な場面で「経済安全保障と独占禁止法に関する事例集」等を事業

者等に周知するとともに、事業者等からの相談に迅速に回答するなど積極的に対応してお

り、引き続き、個別の相談等を通じた事業者のコンプライアンス上の不安の解消や、事業

者の予見可能性の一層の向上につながる取組を行っていく。 

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106101625/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250930_geinoushishin.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20260106101625/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250930_geinoushishin.html
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（詳細については令和７年11月20日報道発表資料「「経済安全保障に関連した事業者の

取組における独占禁止法上の基本的な考え方」及び「経済安全保障と独占禁止法に関す

る事例集」について」を参照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20251203101647/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/202

5/nov/251120_economic.security.html 

 ４  「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の改正 

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（令和５年11月29日内閣官房、

公正取引委員会）について、策定後に公正取引委員会で実施した調査結果等を踏まえて

「労務費の適切な転嫁に向けた取組事例」等を追加した。また、令和８年１月１日の下請

法等改正法の施行を踏まえて、「発注者として採るべき行動／求められる行動」のうち

「発注者側からの定期的な協議」に関する留意点として、受注者から協議の要請があった

場合に、当該協議に応じず一方的に取引価格を据え置くことは、取適法上の協議に応じな

い一方的な代金決定として問題となるおそれがあること等を追記した（令和７年12月26日

に同指針の改正を行う旨の公表を行った上で、令和８年１月１日に同指針を改正した。）。 

第３ 実態調査 

 １  概説 

公正取引委員会は、様々な実態調査を積極的に行っており、実態調査において把握した

事実等に基づき、独占禁止法等の法律上又は競争政策上の問題点や論点を指摘して、事業

者や事業者団体による取引慣行の自主的な改善を促すことや、制度所管省庁による規制や

制度の見直し等を提言することを通じ、競争環境の整備を図っている。 

令和７年度においては、主に以下の実態調査を実施した。 

 ２ タクシー等配車アプリに関する実態調査

 配車アプリは、「地域の足」や「観光の足」であるタクシー及び日本版ライドシェア

（以下「タクシー等」という。）の旅客運送サービス（以下単に「旅客運送サービス」と

いう。）について、旅客運送サービスの需要側である旅客と旅客運送サービスの供給側で

あるタクシー等とをデジタル技術を用いてマッチングするサービスを提供するために用い

られるアプリであり、特にタクシー等の供給不足の状況下においては、限られたタクシー

等を効率的に配分し、ひいては、旅客の円滑な移動を実現する役割を果たすものである。

そして、配車アプリを運営する事業者（以下「配車アプリ事業者」という。）の間の公正

かつ自由な競争を通じて、低廉かつ利便性の高いサービスが提供されることが期待され

る。他方、配車アプリは、間接ネットワーク効果が働くデジタルプラットフォームの一種

であり、特定の配車アプリに利用者（旅客・タクシー等）が集中する一方で、新規参入が

https://warp.ndl.go.jp/web/20251203101647/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251120_economic.security.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20251203101647/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251120_economic.security.html
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困難となる傾向があることから、配車アプリサービス市場において独占・寡占に至り得る

とともに、利用者との取引において交渉上優位な立場にもなり得る。 

また、駅や空港は、タクシー等の需要が集中する場所であるところ、配車アプリを利用

する旅客の利便を向上させる視点からは、これらの場所でのタクシー等の利用の場面にお

いて、配車アプリ事業者間及びタクシー事業者間の公正かつ自由な競争環境が確保される

必要がある。 

公正取引委員会は、タクシー等配車アプリに関する取引実態やタクシー乗り場の入構・

乗車の状況等について実態調査を実施し、令和７年４月23日に「タクシー等配車アプリに

関する実態調査報告書」を公表した。 

本報告書では、配車アプリサービスに関する取引に関して、配車アプリ事業者とタク

シー事業者の間及び配車アプリ事業者と旅客の間の取引実態を明らかにし、独占禁止法及

び競争政策上の考え方を示した。また、タクシー乗り場のアプリ配車タクシー等（配車ア

プリを用いて旅客が配車アプリ事業者に対して配車の依頼を行った場合に、配車アプリ事

業者において複数のタクシー事業者のタクシー等の中から手配される、旅客のニーズに合

うタクシー等をいう。）の入構及び乗車に関して、独占禁止法及び競争政策上の考え方を

示した。 

（詳細については令和７年４月23日報道発表資料「タクシー等配車アプリに関する実態

調査について」を参照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20250901095451/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/202

5/apr/250423_ridehailing.html 

 ３  電力分野における実態調査（発電・小売分野） 

公正取引委員会は、従来から、電力市場における競争環境について実態調査を行ってき

たところ、デジタル社会や脱炭素社会において、家庭生活や産業活動の重要な基盤となる

電気については、需要家にとって、常に多様な選択肢が確保され、自己のニーズに合った

形で電力会社や料金メニューを選択できる利益や、効率化による価格低下等が実現する利

益を持続的に享受できることが一層重要になるとの認識の下で、これらの利益を実現する

ためには、競争環境の整備も引き続き重要であると考えている。 

そのような考えの下、公正取引委員会は、令和６年１月に「電力分野における実態調査

報告書～卸分野について～」を公表した。その後、発電分野や小売分野を中心に実態調査

を実施し、令和７年４月25日に「電力分野における実態調査報告書～発電・小売分野につ

いて～」を公表した。 

令和７年度の報告書では、電源等の有する価値の取引における課題、発電事業者と小売

電気事業者の間における相対取引の透明性向上における課題並びに洋上風力発電の公募制

度及び資源の供給安定における課題に関して、独占禁止法上及び競争政策上の考え方を示

した。 

https://warp.ndl.go.jp/web/20250901095451/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250423_ridehailing.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20250901095451/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250423_ridehailing.html
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（詳細については令和７年４月25日報道発表資料「電力分野における実態調査（発電・

小売分野）について」を参照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20250501090902/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/20

25/apr/250425denryokuchosa.html 

 ４ フードサプライチェーンにおける商慣行に関する実態調査

公正取引委員会は、これまでもフードサプライチェーンにおける競争環境について関心

を有しており、平成４年12月に「加工食品業界の流通実態に関する調査」の結果報告、平

成23年10月に「食料品製造業者と卸売業者との取引に関する実態調査報告書」、平成26年

６月に「食品分野におけるプライベート・ブランド商品の取引に関する実態調査報告書」

をそれぞれ公表してきた。しかし、前回の調査から相当の期間が経過しており、また、実

際にも加工食品業界における商慣行について競争政策上の問題を懸念する声が寄せられて

いることなどを踏まえ、フードサプライチェーンにおける取引の適正化を図るとともに、

食品ロスの削減を後押しすることを目的として、食品ロスの発生にもつながる商慣行につ

いて、独占禁止法上等の考え方を示すため、改めて取引の実態調査を実施し、令和７年５

月12日に「フードサプライチェーンにおける商慣行に関する実態調査報告書」を公表し

た。 

本報告書では、消費者向けの飲食料品のフードサプライチェーンを調査対象とし、納入

業者が、「３分の１ルール」、「短いリードタイム」、「日付逆転品の納品禁止」、「日付混合

品の納品禁止」及び「欠品ペナルティ」といった商慣行を理由に受領拒否や返品などの行

為を発注者から受けることがあるといった取引の実態を踏まえ、これら商慣行ごとに独占

禁止法上の考え方を示している。 

公正取引委員会は、これらの独占禁止法上問題となる行為の未然防止及び取引の適正化

の観点から、関係省庁と連携し、飲食料品業界等に関係事業者に対して、本報告書の内容

について周知を行った。 

（詳細については令和７年５月 12日報道発表資料「フードサプライチェーンにおけ

る商慣行に関する実態調査について」を参照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20250901094448/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2

025/may/0512_foodsupplychain.html 

https://warp.ndl.go.jp/web/20250501090902/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250425denryokuchosa.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20250501090902/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250425denryokuchosa.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20250901094448/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/may/0512_foodsupplychain.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20250901094448/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/may/0512_foodsupplychain.html
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 ５  生成ＡＩに関する実態調査報告書 ver.1.0 

近年、急速な発展を遂げている生成ＡＩは、事業者の生産性の向上や多様なサービスの

提供等、経済・社会に様々な便益をもたらし、また、新たなイノベーションを生み出すポ

テンシャルがあると考えられていることから、更なる発展が期待されている。その一方

で、生成ＡＩには、著作権も含む知的財産権等の侵害への懸念や偽・誤情報等の社会を混

乱させるリスク等が指摘されており、その中には、競争政策上の観点からの潜在的なリス

クに関する指摘もある。

このため、公正取引委員会は、我が国の生成ＡＩ関連市場における公正かつ自由な競争

環境を維持し、生成ＡＩの持続的な進展を確保することにより、更なるイノベーションを

生み出す観点から、また、生成ＡＩを健全な形で経済社会に実装させる観点も踏まえ、令

和６年10月、国内外の動向を含め、変化が速く成長著しい生成ＡＩ関連市場の実態を把握

するための調査を開始し、令和７年６月６日、「生成ＡＩに関する実態調査報告書

ver.1.0」を公表した。本報告書では、同調査を開始する際に公表したディスカッション

ペーパーに対して寄せられた情報・意見や、ヒアリング等により収集した情報等を踏ま

え、事実関係をより詳細に整理し直して、生成ＡＩ関連市場のレイヤーごとに競争状況等

を明らかにするなどした上で、今後の市場における競争上の懸念を示す意見が寄せられた

論点（アクセス制限・他社排除及び抱き合わせ）について、独占禁止法上・競争政策上の

考え方を整理した。 

公正取引委員会では、引き続き、生成ＡＩ関連市場に関する実態調査を継続し、同市場

における実態を把握した上で、本報告書に関しても情報のアップデートや追加を行ってい

く予定である。 

（詳細については令和７年６月６日報道発表資料「生成ＡＩに関する実態調査報告書

ver.1.0について」を参照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106095932/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/

2025/jun/250606generativeai.html 

 ６  学習 e ポータルの選定（更改）及び学習リソースの選定並びに民間学習 e ポータル

提供事業者と学習リソース提供事業者との取引に関する現時点における独占禁止法・

競争政策上の考え方 

地方公共団体が良質・廉価な学習リソースを調達することを可能とするためには、地方

公共団体における学習リソースの選定の場面において、学習リソース提供事業者間の公正

かつ自由な競争を通じ、多種多様な学習リソースの選択肢が確保されることが重要であ

る。また、「多種多様な学習リソースの選択肢の確保」と「民間学習 e ポータルと学習リ

ソースの間の接続・連携の進展」の双方を両立させるためには、民間学習 e ポータルにつ

いて、オープンなアクセス環境を整備することが必要である。このような基本的な考えの

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106095932/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/250606generativeai.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20260106095932/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/250606generativeai.html
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下、公正取引委員会は、学習 e ポータルの選定（更改）及び学習リソースの選定並びに民

間学習 e ポータル提供事業者と学習リソース提供事業者との取引に関して実態調査を実施

し、令和７年12月23日に「学習 e ポータルの選定（更改）及び学習リソースの選定並びに

民間学習 e ポータル提供事業者と学習リソース提供事業者との取引に関する現時点におけ

る独占禁止法・競争政策上の考え方」を公表した。 

本考え方では、学習 e ポータルに係る国の定める標準（ルール）等、地方公共団体の民

間学習 eポータルの選定（更改）、特定の学習 eポータルを前提とした地方公共団体におけ

る学習リソースの入札、民間学習 e ポータル提供事業者と学習リソース提供事業者の取引

及びデータの標準化・共通化について、独占禁止法及び競争政策上の考え方を示した。 

（詳細については令和７年12月23日報道発表資料「「学習 eポータルの選定（更改）及

び学習リソースの選定並びに民間学習 eポータル提供事業者と学習リソース提供事業者

との取引に関する現時点における独占禁止法・競争政策上の考え方」について」を参照

のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091605/https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrele

ase/2025/dec/251223_gakusyuu_eportal.html 

 ７  知的財産権・ノウハウ・データを対象とした優越的地位の濫用行為等に関する実態

調査 

知的財産権の取引については、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025

年改訂版」（令和７年６月13日閣議決定）において、「大企業等との取引関係の中で中小企

業・小規模事業者が知的財産侵害を受けるケースも見られることに鑑み、政府全体で中小

企業等の知財経営リテラシーの向上や、侵害抑止強化に向けた制度の構築に取り組む。ま

た、公正取引委員会においては、実態調査と、その結果を踏まえた適切な知的財産取引の

ための独占禁止法上の指針の策定と遵守徹底に取り組む」とされた。 

このような状況を踏まえ、公正取引委員会は、知的財産権のみならず、ノウハウ・デー

タに係る取引の実態の現況について把握すること等を目的として、幅広い業種を対象に、

ウェブアンケートや事業者に対するヒアリングを実施するなど、実態調査を実施し、令和

８年３月11日に「知的財産権・ノウハウ・データを対象とした優越的地位の濫用行為等に

関する実態調査報告書」を公表した。 

本調査においては、業種横断的に、知的財産権等の価値にも着目し調査を実施したとこ

ろ、これまでの同種の調査でも報告された事例のほか、中小企業等が取引先から産業デー

タを始めとするデータの提供を求められた事例、中小企業等が取引先から著作権の無償譲

渡等を強要されるなどした事例、中小企業等が有する知的財産権等に対して取引先から一

方的に対価又は対価設定方法が設定されている事例等を確認し、本報告書においては、こ

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091605/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/dec/251223_gakusyuu_eportal.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091605/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/dec/251223_gakusyuu_eportal.html


 

● 96 ●

第２部 各 論 

れらの事例を含め、優越的地位の濫用等の観点から独占禁止法上の考え方を示している。 

（詳細については令和８年３月11日報道発表資料「知的財産権・ノウハウ・データを対

象とした優越的地位の濫用行為等に関する実態調査について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260311_chizai.html 

 ８  映画・アニメの制作現場におけるクリエイターの取引環境に係る実態調査 

公正取引委員会は、コンテンツ産業活性化戦略（令和６年６月21日閣議決定「新しい資

本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版」において策定・明記）において、

「映画・アニメ等のクリエイター個人の創造性が最大限発揮される取引環境を整備するた

め、音楽・放送番組の分野の実態調査に続けて、（令和７年）年明けから、映画・アニメ

の制作現場におけるクリエイターの取引環境に係る実態調査を行う」とされたこと等を踏

まえ、クリエイター個人の創造性が最大限発揮される取引環境を整備するため、映画・ア

ニメの制作に係る取引分野に関する実態調査をそれぞれ実施し、令和７年12月24日、その

調査結果を取りまとめ公表した。 

公表した報告書においては、映画・アニメそれぞれの市場について、製作委員会又は動

画配信事業者と元請制作会社の間の取引、元請制作会社と下請制作会社の間の取引及び制

作会社とフリーランスの間の取引について、取引条件の明示状況や取引対価の設定などの

実態を明らかにするとともに、独占禁止法等の観点からの考え方を示している。 

（詳細については令和７年12月24日報道発表資料「映画・アニメの制作現場における

クリエイターの取引環境に係る実態調査について」を参照のこと。）

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091600/http://www.jftc.go.jp/houdou/pressre

lease/2025/dec/251224_eigaanime.html 

第４ 独占禁止法適用除外の見直し等 

 １  独占禁止法適用除外の概要 

独占禁止法は、市場における公正かつ自由な競争を促進することにより、一般消費者の

利益を確保するとともに国民経済の民主的で健全な発達を促進することを目的とし、これ

を達成するために、私的独占、不当な取引制限、不公正な取引方法等を禁止している。他

方、他の政策目的を達成する観点から、特定の分野における一定の行為に独占禁止法の禁

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260311_chizai.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091600/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/dec/251224_eigaanime.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091600/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/dec/251224_eigaanime.html
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止規定の適用を除外するという適用除外が設けられている。 

適用除外は、その根拠規定が独占禁止法自体に定められているものと独占禁止法以外の

個別の法律に定められているものとに分けることができる。 

⑴ 独占禁止法に基づく適用除外

独占禁止法は、知的財産権の行使行為（同法第21条）、一定の組合の行為（同法第22

条）及び再販売価格維持契約（同法第23条）をそれぞれ同法の規定の適用除外としてい

る。 

⑵ 個別法に基づく適用除外

独占禁止法以外の個別の法律において、特定の事業者又は事業者団体の行為について

独占禁止法の適用除外を定めているものとしては、令和７年度末現在、保険業法等の16

法律がある。 

 ２  適用除外の見直し等 

適用除外の多くは、昭和20年代から昭和30年代にかけて、産業の育成・強化、国際競争

力強化のための企業経営の安定、合理化等を達成するため、各産業分野において創設され

てきたが、個々の事業者において効率化への努力が十分に行われず、事業活動における創

意工夫の発揮が阻害されるおそれがあるなどの問題があることから、その見直しが行われ

てきた。 

平成９年７月20日、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外制度の

整理等に関する法律（平成９年法律第96号）が施行され、個別法に基づく適用除外のうち

20法律35制度について廃止等の措置が採られた。次いで、平成11年７月23日、私的独占の

禁止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外制度の整理等に関する法律（平成11年法

律第80号）が施行され、不況カルテル制度及び合理化カルテル制度の廃止、私的独占の禁

止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外等に関する法律の廃止等の措置が採られた。

さらに、平成12年６月19日、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改

正する法律（平成12年法律第76号）が施行され、自然独占に固有の行為に関する適用除外

の規定が削除された。 

平成25年度においては、平成25年10月１日、消費税転嫁対策特別措置法が施行され、消

費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共同行為に関する特別措置が設けられた。また、

平成26年１月27日、特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に

関する特別措置法等の一部を改正する法律（平成25年法律第83号）が施行され、認可特定

地域計画に基づく一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー事業）の供給輸送力の削減等に

関する適用除外の規定が設けられた。 

その後、令和２年11月27日に、地域における一般乗合旅客自動車運送事業及び銀行業に

係る基盤的なサービスの提供の維持を図るための私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律の特例に関する法律（令和２年法律第32号）が施行され、地域一般乗合旅客自動

車運送事業者及び地域銀行等（特定地域基盤企業等）の合併その他の行為について、適用

除外の規定が設けられた。 

なお、令和４年１月１日に、著作権法の一部を改正する法律（令和３年法律第52号）が
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施行され、これまで適用除外の対象であった商業用レコードの二次使用料等に関する取決

めに加え、放送番組のインターネット同時配信等（注）を行うに当たり、集中管理等が行

われておらず、文化庁長官が定める方法により円滑な許諾に必要な情報が公開されていな

い商業用レコードや映像実演等について権利者に支払う通常の使用料額に相当する補償金

等に関する取決めについても適用除外の対象となった。 

これらの措置により、平成７年度末において30法律89制度存在した適用除外は、令和７

年度末現在、17法律23制度となっている。 

（注）「同時配信」のほか、「追っかけ配信」（放送が終了するまでの間に配信が開始されるもの）、一定期間の

「見逃し配信」（番組の放送間隔・有線放送間隔に応じて文化庁長官が定める期間内に行われるもの） 

 ３ 適用除外カルテル等 

⑴ 概要

独占禁止法は、公正かつ自由な競争を妨げるものとして、価格、数量、販路等のカル

テルを禁止しているが、その一方で、他の政策目的を達成するなどの観点から、個々の

適用除外ごとに設けられた一定の要件・手続の下で、特定のカルテルが例外的に許容さ

れる場合がある。このような適用除外カルテルが認められるのは、当該事業の特殊性の

ため（保険業法（平成７年法律第105号）に基づく保険カルテル）、地域住民の生活に必

要な旅客輸送（いわゆる生活路線）を確保するため（道路運送法（昭和26年法律第183

号）等に基づく運輸カルテル）など、様々な理由による。 

個別法に基づく適用除外カルテルについては、一般に、公正取引委員会の同意を得、

又は当委員会へ協議若しくは通知を行って、主務大臣が認可を行うこととなっている。 

また、適用除外カルテルの認可に当たっては、一般に、当該適用除外カルテルの目的

を達成するために必要であること等の積極的要件のほか、当該カルテルが弊害をもたら

したりすることのないよう、カルテルの目的を達成するために必要な限度を超えないこ

と、不当に差別的でないこと等の消極的要件を充足することがそれぞれの法律により必

要とされている。 

さらに、このような適用除外カルテルについては、不公正な取引方法に該当する行為

が用いられた場合等には独占禁止法の適用除外とはならないとする、いわゆるただし書

規定が設けられている。 

公正取引委員会が認可し、又は当委員会の同意を得、若しくは当委員会に協議若しく

は通知を行って主務大臣が認可等を行ったカルテルの件数は、昭和40年度末の1,079件

（中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）に基づくカルテルのよう

に、同一業種について都道府県等の地区別に結成されている組合ごとにカルテルが締結

されている場合等に、同一業種についてのカルテルを１件として算定すると、件数は

415件）をピークに減少傾向にあり、また、適用除外制度そのものが大幅に縮減された

こともあり、令和７年度末現在、38件となっている（内訳は附属資料３－２表を参照）。 

⑵ 個別法に基づく適用除外カルテル等の動向

令和７年度において、個別法に基づき主務大臣が公正取引委員会の同意を得、又は当

委員会へ協議若しくは通知を行うこととされている適用除外カルテル等の処理状況は、
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第１表のとおりである。 

第１表 令和７年度における適用除外カルテル等の処理状況 

法律名 カルテル等の内容 根拠条項 
適用除外 

規定 

公取委との 

関係 
処理件数 結 果 

保険業法 

損
害
保
険
会
社
の
共
同
行
為

航空保険 第101条 

第1項 

第1号、 

第102条 

第101条 同意 

（第105条第

1項） 

0 所要の検討

を行った結

果、同意し

た。 

原子力保険 0 

自動車損害賠償責

任保険 

0 

地震保険 2 

（変更2） 

船舶保険 第101条 

第1項 

第2号、 

第102条 

0 

外航貨物保険 0 

自動車保険（対人

賠償、自損事故及

び無保険車傷害保

険部分） 

0 

住宅瑕疵担保責任

保険 

0 

損害保険料

率算出団体

に関する法

律 

基
準
料
率
の 

算
出

自動車損害賠償責

任保険 

第7条の2 

第1項 

第2号、 

第9条の3 

第7条の3 通知 

（第 9条の 3

第3項） 

0 － 

地震保険 0 

酒税の保全

及び酒類業

組合等に関

する法律 

施設、容器その他の販売

方法の規制 

第42条 

第5号、 

第43条 

第93条 協議 

（第94条第1

項） 

 0 － 

著作権法 商業用レコードの二次使

用料等に関する取決め 

第93条の3、 

第94条、 

第94条の3、 

第95条、 

第95条の3、 

第96条の3、 

第97条、 

第97条の3 

第93条の3、 

第95条 

通知 

（施行令第

45条の 6第 2

項、第 49条

の2第2項） 

 10 － 

生活衛生関

係営業の運

営の適正化

及び振興に

関する法律 

料金、価格、営業方法の

制限 

第8条、 

第9条 

第10条 協議 

（第13条第1

項） 

0 － 

輸出入取引

法 

輸出取引における価格、

数量、品質、意匠その他

の協定等 

第5条、 

第11条 

第2項 

第33条 通知 

（第34条第1

項） 

0 － 
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法律名 カルテル等の内容 根拠条項 
適用除外 

規定 

公取委との 

関係 
処理件数 結 果 

道路運送法 生活路線確保のための共

同経営、旅客の利便向上

に資する運行時刻の設定

のための共同経営 

第18条、 

第19条 

第18条 協議 

（第19条の3

第1項） 

0 － 

航空法 ＜国内＞生活路線確保の

ための共同経営 

第110条 

第1号、 

第111条 

第110条 協議 

（第111条の

3第1項） 

0 － 

＜国際＞公衆の利便を増

進するための連絡運輸、

運賃その他の運輸に関す

る協定 

第110条 

第2号、 

第111条 

第110条 通知 

（第111条の

3第2項） 

2 

（変更2） 

－ 

海上運送法 ＜内航＞生活航路確保の

ための共同経営、利用者

利便を増進する適切な運

航時刻等を設定するため

の共同経営 

第28条 

第1～3号、 

第29条 

第28条 協議 

（第29条の3

第1項） 

1 

（変更1） 

所要の検討

を行った結

果、異議な

い旨回答し

た。 

＜外航＞運賃、料金その

他の運送条件等を内容と

する協定等 

第28条 

第4号、 

第29条の2 

第28条 通知 

（第29条の4

第1項） 

23 

（締結4） 

（変更19） 

－ 

内航海運組

合法 

運賃、料金、運送条件、

配船船腹、保有船腹等の

調整等 

第8条 

第1項 

第1～6号、 

第10条、 

第12条 

第18条 協議 

（第65条第1

項） 

0 － 

特定地域及

び準特定地

域における

一般乗用旅

客自動車運

送事業の適

正化及び活

性化に関す

る特別措置

法 

供給輸送力の削減等 第8条の2 第8条の4 通知 

（第 8条の 6

第1項） 

0 － 
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法律名 カルテル等の内容 根拠条項 
適用除外 

規定 

公取委との 

関係 
処理件数 結 果 

地域におけ

る一般乗合

旅客自動車

運送事業及

び銀行業に

係る基盤的

なサービス

の提供の維

持を図るた

めの私的独

占の禁止及

び公正取引

の確保に関

する法律の

特例に関す

る法律 

特定地域基盤企業等の合

併等 

第3条、 

第5条 

第3条第1項 協議 

（第 5条第 2

項） 

0 － 

地域一般乗合旅客自動車

運送事業者等による共同

経営 

第9条、 

第11条、 

第13条第2項 

第9条第2項 協議 

（第11条第2

項） 

4 

（締結3） 

（変更1） 

所要の検討

を行った結

果、異議な

い旨等回答

した。 

このうち現在実施されている個別法に基づく適用除外カルテル等の動向は、次のとお

りである。 

ア 保険業法に基づくカルテル

保険業法に基づき損害保険会社は、

① 航空保険事業、原子力保険事業、自動車損害賠償保障法（昭和30年法律第97号）

に基づく自動車損害賠償責任保険事業若しくは地震保険に関する法律（昭和41年法

律第73号）に基づく地震保険事業についての共同行為 

又は 

② ①以外の保険で共同再保険を必要とするものについての一定の共同行為

を行う場合又はその内容を変更しようとする場合には、金融庁長官の認可を受けなけ

ればならない。金融庁長官は、認可をする際には、公正取引委員会の同意を得ること

とされている。 

また、損害保険会社は、①及び②の保険について、共同行為を廃止した場合には、

金融庁長官に届け出なければならない。金融庁長官は、届出を受理したときは、公正

取引委員会に通知することとされている。 

令和７年度において、金融庁長官から同意を求められたものは２件であった。また、

同年度末における同法に基づくカルテルは８件である。 

イ 損害保険料率算出団体に関する法律に基づくカルテル

損害保険料率算出団体は、自動車損害賠償責任保険及び地震保険について基準料率

を算出した場合又は変更しようとする場合には、金融庁長官に届け出なければならな

い。金融庁長官は、届出を受理したときは、公正取引委員会に通知することとされて

いる。 

令和７年度において、金融庁長官から通知を受けたものはなかった。また、同年度

末における同法に基づくカルテルは２件である。 
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ウ 著作権法に基づく商業用レコードの二次使用料等に関する取決め

著作隣接権者（実演家又はレコード製作者）が有する商業用レコードの二次使用料

等の請求権については、毎年、その請求額を文化庁長官が指定する著作権等管理事業

者又は団体（指定団体）と放送事業者等又はその団体間において協議して定めること

とされており、指定団体は当該協議において定められた額を文化庁長官に届け出なけ

ればならない。文化庁長官は、届出を受理したときは、公正取引委員会に通知するこ

ととされている。 

令和７年度において、文化庁長官から通知を受けたものは10件であった。 

エ 道路運送法に基づくカルテル

輸送需要の減少により事業の継続が困難と見込まれる路線において地域住民の生活

に必要な旅客輸送を確保するため、又は旅客の利便を増進する適切な運行時刻を設定

するため、一般乗合旅客自動車運送事業者は、他の一般乗合旅客自動車運送事業者と、

共同経営に関する協定を締結することができる。この協定の締結・変更に当たっては、

国土交通大臣の認可を受けなければならない。国土交通大臣は、認可をする際には、

公正取引委員会に協議することとされている。 

令和７年度において、国土交通大臣から協議を受けたものはなかった。また、同年

度末における同法に基づくカルテルは３件である。 

オ 航空法に基づくカルテル

（ア） 国内航空カルテル

航空輸送需要の減少により事業の継続が困難と見込まれる本邦内の各地間の路線

において地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保するため、本邦航空運送事業者は、

他の航空運送事業者と、共同経営に関する協定を締結することができる。この協定

の締結・変更に当たっては、国土交通大臣の認可を受けなければならない。国土交

通大臣は、認可をする際には、公正取引委員会に協議することとされている。 

令和７年度において、国土交通大臣から協議を受けたものはなかった。また、同

年度末における同法に基づく国内航空カルテルはない。 

（イ） 国際航空カルテル

本邦内の地点と本邦外の地点との間の路線又は本邦外の各地間の路線において公

衆の利便を増進するため、本邦航空運送事業者は、他の航空運送事業者と、連絡運

輸に関する契約、運賃協定その他の運輸に関する協定を締結することができる。こ

の協定の締結・変更に当たっては、国土交通大臣の認可を受けなければならない。

国土交通大臣は、認可をしたときは、公正取引委員会に通知することとされている。 

令和７年度において、国土交通大臣から通知を受けたものは２件であった。 

カ 海上運送法に基づくカルテル

（ア） 内航海運カルテル

本邦の各港間の航路において、地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保するため、
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旅客の利便を増進する適切な運航日程・運航時刻を設定するため、又は貨物の運送

の利用者の利便を増進する適切な運航日程を設定するため、定期航路事業者は、他

の定期航路事業者と、共同経営に関する協定を締結することができる。この協定の

締結・変更に当たっては、国土交通大臣の認可を受けなければならない。国土交通

大臣は、認可をする際には、公正取引委員会に協議することとされている。 

令和７年度において、国土交通大臣から協議を受けたものは１件であった。また、

同年度末における同法に基づく内航海運カルテルは３件である。 

（イ） 外航海運カルテル

本邦の港と本邦以外の地域の港との間の航路において、船舶運航事業者は、他の

船舶運航事業者と、運賃及び料金その他の運送条件、航路、配船並びに積取りに関

する事項を内容とする協定を締結することができる。この協定の締結・変更に当

たっては、あらかじめ国土交通大臣に届け出なければならない。国土交通大臣は、

届出を受理したときは、公正取引委員会に通知することとされている。 

令和７年度において、国土交通大臣から通知を受けたものは23件であった。 

キ 内航海運組合法に基づくカルテル

内航海運組合法（昭和32年法律第162号）に基づき内航海運組合が調整事業を行う

場合には、調整規程又は団体協約を設定し、国土交通大臣の認可を受けなければなら

ない。国土交通大臣は、認可をする際には、公正取引委員会に協議することとされて

いる。 

令和７年度において、国土交通大臣から協議を受けたものはなかった。また、同年

度末における同法に基づくカルテルはない。 

ク 特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化

に関する特別措置法に基づくカルテル 

一般乗用旅客自動車運送事業が供給過剰であると認められる特定地域において、一

般乗用旅客自動車運送事業者等により組織された協議会は、当該地域において削減す

べき供給輸送力やその削減方法等を定める特定地域計画を作成し、当該計画に合意し

た一般乗用旅客自動車運送事業者はこれに従い、供給輸送力の削減を行わなければな

らない。この計画の作成・変更に当たっては、国土交通大臣の認可を受けなければな

らない。国土交通大臣は、認可をしたときは、公正取引委員会に通知することとされ

ている。 

令和７年度において、国土交通大臣から通知を受けたものはなかった。また、同年

度末における同法に基づくカルテルはない。 

ケ 地域における一般乗合旅客自動車運送事業及び銀行業に係る基盤的なサービスの提

供の維持を図るための私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の特例に関す

る法律に基づく合併等及び共同経営 

（ア） 特定地域基盤企業等の合併等

特定地域基盤企業等が合併等を行う場合には、主務大臣の認可を受けなければな
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らない。主務大臣は、認可をする際には、公正取引委員会に協議することとされて

いる。 

令和７年度において、主務大臣から協議を受けたものはなかった。また、同年度

末において実施期間内にある同法に基づく合併等に係る基盤的サービス維持計画は

２件である。 

（イ） 地域一般乗合旅客自動車運送事業者等による共同経営

地域一般乗合旅客自動車運送事業者等が、共同経営に関する協定の締結等を行う

場合には、国土交通大臣の認可を受けなければならない。国土交通大臣は、認可を

する際には、公正取引委員会に協議することとされている。 

令和７年度において、国土交通大臣から協議を受けたものは４件であった。また、

同年度末における同法に基づく共同経営に関する協定は10件である。 

 ４  協同組合の届出状況 

独占禁止法第22条は、「小規模の事業者又は消費者の相互扶助を目的とすること」（同条

第１号）等同条各号に掲げる要件を備え、かつ、法律の規定に基づいて設立された組合

（組合の連合会を含む。）の行為について、不公正な取引方法を用いる場合又は一定の取

引分野における競争を実質的に制限することにより不当に対価を引き上げることとなる場

合を除き、独占禁止法を適用しない旨を定めている（一定の組合の行為に対する独占禁止

法適用除外制度）。 

中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号。以下「中協法」という。）に基づいて設

立された事業協同組合及び信用協同組合（以下「協同組合」という。）は、その組合員た

る事業者が、①資本金の額又は出資の総額が３億円（小売業又はサービス業を主たる事業

とする事業者については5000万円、卸売業を主たる事業とする事業者については１億円）

を超えない法人たる事業者又は②常時使用する従業員の数が300人（小売業を主たる事業

とする事業者については50人、卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業者について

は100人）を超えない事業者に該当するものである場合、独占禁止法の適用に際しては、

同法第22条第１号の要件を備える組合とみなされる（中協法第７条第１項）。 

一方、協同組合が前記①又は②以外の事業者を組合員に含む場合には、公正取引委員会

は、その協同組合が独占禁止法第22条第１号の要件を備えているかどうかを判断する権限

を有しており（中協法第７条第２項）、これらの協同組合に対し、当該組合員が加入して

いる旨を当委員会に届け出る義務を課している（中協法第７条第３項）。 

この中協法第７条第３項の規定に基づく協同組合の届出件数は、令和７年度において、

209件であった（第２表及び附属資料３－９表参照）。 

 第２表 協同組合届出件数の推移 

年度 
平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2年度 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

協同組合届出件数 273 240 294 304 214 211 206 253 208 209 
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 ５  著作物再販適用除外の取扱いについて 

商品の供給者がその商品の取引先である事業者に対して再販売する価格を指示し、これ

を遵守させることは、原則として、独占禁止法第２条第９項第４号（再販売価格の拘束）

に該当し、同法第19条に違反するものであるが、同法第23条第４項の規定に基づき、著作

物６品目（書籍・雑誌、新聞及びレコード盤・音楽用テープ・音楽用ＣＤをいう。以下同

じ。）については、例外的に同法の適用が除外されている（以下「著作物６品目の再販適

用除外」という。）。 

公正取引委員会は、著作物６品目の再販適用除外の取扱いについて、国民各層から意見

を求めるなどして検討を進め、平成13年３月、当面同再販適用除外を存置することが相当

であると考えるとの結論を得るに至った（第３表参照）。 

公正取引委員会は、著作物６品目の再販適用除外が消費者利益を不当に害することがな

いよう、著作物６品目の流通・取引慣行の実態を調査し、関係業界における弊害是正の取

組の進捗を検証するとともに、関係業界における運用の弾力化の取組等、著作物６品目の

流通についての意見交換を行うため、当委員会、関係事業者、消費者、学識経験者等を構

成員とする著作物再販協議会を設け、平成13年12月から平成20年６月までの間に８回の会

合を開催した。平成22年度からは、著作物再販協議会に代わって、関係業界に対する著作

物再販ヒアリング等を実施し、関係業界における運用の弾力化の取組等の実態を把握する

とともにその取組を促している。 
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第３表 著作物再販制度の取扱いについて（概要）（平成13年３月23日） 

⑴ 著作物再販制度は、独占禁止法上原則禁止されている再販売価格維持行為に対する

適用除外制度であり、競争政策の観点からは同制度を廃止し、著作物の流通において

競争が促進されるべきであると考える。 

しかしながら、国民各層から寄せられた意見をみると、著作物再販制度を廃止すべ

きとする意見がある反面、文化・公共面での影響が生じるおそれがあるとし、同制度

の廃止に反対する意見も多く、なお同制度の廃止について国民的合意が形成されるに

至っていない状況にある。 

したがって、現段階において独占禁止法の改正に向けた措置を講じて著作物再販制

度を廃止することは行わず、当面同制度を存置することが相当であると考える。 

⑵ 著作物再販制度の下においても、可能な限り運用の弾力化等の取組が進められるこ

とによって消費者利益の向上が図られるよう、関係業界に対し、非再販商品の発行・

流通の拡大、各種割引制度の導入等による価格設定の多様化等の方策を一層推進する

ことを提案し、その実施を要請する。また、これらの方策が実効を挙げているか否か

を検証し、より効果的な方途を検討するなど、著作物の流通について意見交換をする

場として、公正取引委員会、関係事業者、消費者、学識経験者等を構成員とする協議

会を設けることとする。公正取引委員会としては、今後とも著作物再販制度の廃止に

ついて国民的合意が得られるよう努力を傾注するとともに、当面存置される同制度が

硬直的に運用されて消費者利益が害されることがないよう著作物の取引実態の調査・

検証に努めることとする。 

⑶ また、著作物再販制度の対象となる著作物の範囲については、従来公正取引委員会

が解釈・運用してきた６品目（書籍・雑誌、新聞及びレコード盤・音楽用テープ・音

楽用ＣＤ）に限ることとする。 
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第５ 競争評価に関する取組 

 １  競争評価の本格的実施 

平成19年10月以後、各府省が規制の新設又は改廃を行おうとする場合、原則として、規

制の事前評価の実施が義務付けられ、規制の事前評価において、競争状況への影響の把

握・分析（以下「競争評価」という。）も行うこととされ、平成22年４月から試行的に実

施されてきた。 

平成29年７月28日、「規制の政策評価の実施に関するガイドライン」が改正され、競争

評価については、公正取引委員会が定める手法により把握すること、また、競争に影響を

及ぼす可能性があるとの結果となった場合には、その旨を規制の事前評価書へ記載するこ

とが必要であるなどとされたことを受け、当委員会は、競争評価の手法として、同月31日

に「規制の政策評価における競争状況への影響の把握・分析に関する考え方について」及

び競争評価の具体的な手法である「競争評価チェックリスト」を作成し、公表した。また、

これらを補完するものとして「規制の政策評価における競争状況への影響の把握・分析に

係る事務参考マニュアル」を平成29年９月26日に公表し、その後、令和元年６月27日に、

各府省における競争評価の実施状況を踏まえ、説明を追加するなどの改訂を行った。 

改正された「規制の政策評価の実施に関するガイドライン」等が平成29年10月１日に施

行されたことに伴い、競争評価も同日から本格的に実施された。規制の事前評価における

競争評価において、各府省は、競争評価チェックリストを作成し、規制の事前評価書の提

出と併せて総務省に提出し、総務省は、受領した競争評価チェックリストを公正取引委員

会へ送付することとされている。 

公正取引委員会は、令和７年度においては、総務省から競争評価チェックリストを 152

件受領し、その内容を精査した。 

 ２  競争評価の普及・定着に係る公正取引委員会の取組 

公正取引委員会は、競争評価チェックリストに記入するに当たっての考え方や検討方法

について、随時、相談を受け付けている。また、各府省における競争評価のより適切な実

施の促進を目的として、競争評価の手法の改善等を検討するため、経済学や規制の政策評

価の知見を有する有識者による競争評価検討会議を令和７年度において１回開催した。 

第６ 入札談合の防止への取組 

公正取引委員会は、以前から積極的に入札談合の摘発に努めているほか、平成６年７月

に「公共的な入札に係る事業者及び事業者団体の活動に関する独占禁止法上の指針」を公

表し、入札に係るどのような行為が独占禁止法上問題となるかについて具体例を挙げなが

ら明らかにすることによって、入札談合の防止の徹底を図っている。 

また、入札談合の防止を徹底するためには、発注者側の取組が極めて重要であるとの観

点から、独占禁止法違反の可能性のある行為に関し、発注官庁等から公正取引委員会に対

し情報が円滑に提供されるよう、各発注官庁等において、公共入札に関する当委員会との

連絡担当官として会計課長等が指名されている。 
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公正取引委員会は、連絡担当官との連絡・協力体制を一層緊密なものとするため、平成

５年度以降、「公共入札に関する公正取引委員会との連絡担当官会議」を開催している。

令和７年度においては、国の本府省庁との連絡担当官会議を令和７年11月25日に開催する

とともに、国の地方支分部局等との連絡担当官会議を全国９か所で開催した。 

また、公正取引委員会は、地方公共団体等の調達担当者等に対する独占禁止法や入札談

合等関与行為防止法の研修会を開催するとともに、国、地方公共団体等が実施する調達担

当者等に対する同様の研修会への講師の派遣及び資料の提供等の協力を行っている。令和

７年度においては、研修会を全国で36回開催するとともに、国、地方公共団体等に対して

256件の講師の派遣を行った。 

第７ 独占禁止法コンプライアンスの向上に向けた取組 

我が国の市場における公正かつ自由な競争を促進していくためには、個々の企業等が独

占禁止法に関するコンプライアンスを推進することにより、競争的な事業活動が自律的に

行われる環境を実現していくことが必要である。公正取引委員会は、企業等による独占禁

止法コンプライアンスに関する取組を支援する観点から、これまで、独占禁止法コンプラ

イアンスに関して様々な実態調査や「実効的な独占禁止法コンプライアンスプログラムの

整備・運用のためのガイド」（令和５年12月公表）の周知・啓発に取り組んできた。 

 他方で、近年においても、独占禁止法違反行為を行った企業等に対する排除措置命令に

おいて、コンプライアンス体制の構築を含む再発防止策の実行が命じられるなど、独占禁

止法コンプライアンスが実効的に機能していないことが疑われる事案が引き続き発生して

いる。また、アルゴリズムやＡＩ、労務費等の転嫁、私的独占や不公正な取引方法に係る

対応も重要性を増してきている。このような状況を踏まえ、公正取引委員会は、上場企業

を対象として独占禁止法コンプライアンスに関する実態調査を実施し、令和７年６月、そ

の調査結果を取りまとめ公表するとともに、本実態調査の結果を踏まえ、前記ガイドの改

訂を実施した。 

（詳細については「企業における独占禁止法コンプライアンス」ページを参照のこ

と。） 

https://www.jftc.go.jp/dk/konpura.html 

https://www.jftc.go.jp/dk/konpura.html



